





今 井 康 介
【事実の概要】































































































































































































































































































































































(16) 西原春夫『刑法総論 下巻 改定準備版』（1993）386頁、さらに、福田平『全訂 刑法
総論 第５版』（2011）272頁以下。
(17) 十河太朗「承継的共犯の一考察」同法64巻３号（2012）349頁。特に強盗殺人の場合の
被害者殺害に関与しない後行行為者である。
(18) 斉藤誠二「承継的共同正犯をめぐって」筑法８号（1985）１頁以下、高橋則夫『刑法総
論 第２版』（2013）447頁。
(19) 阿部力也「共同正犯の因果性」明大社研50巻２号（2012）207頁以下、川端博『刑法総
論講義 第３版』（2013年）572頁以下。
(20) 平野龍一『刑法総論Ⅱ』（1975）383頁以下、西田典之『刑法総論 第２版』（2010）366
頁以下、佐伯仁志『刑法総論の考え方・楽しみ方』（2013）386頁以下。
(21) 坂田正史「判批」警公68巻５号（2013）92頁、早渕宏毅「判批」研修777号（2013）30
頁は、中間説を排除していないとする。
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(５）傷害結果と同時傷害
上の学説と関連し、傷害罪の承継的共同正犯を認める論拠として、207条が持
ち出されることが
(22)
ある。すなわち、共犯関係が全く存在しない同時傷害の場合に
おいてすら、傷害結果が全員に帰属するのであるから、（後行部分に）共犯関係の
ある場合には、なおさら全員に傷害結果を帰責しなければならないというのであ
る。しかし、承継的共同正犯を認める理屈が207条なら、むしろ否定した上で、
改めて207条を適用すべきであ
(23)
ろう。
一方、判例理論においては、前述の大阪高判昭和62年７月10日が、この点をす
でに意識しつつも立ち入らなかった。その後、前述の大阪地判平成９年８月20
日、さらに前述の神戸地判平成15年７月17日が、承継的共同正犯を否定した後、
207条により責任を認めた。
それでは、最高裁は、どのように考えたのであろうか。この点は、原審までに
問題とされていないために判示されていない可能性がある。しかしそうでなくと
も、207条を適用するべき事案ではないと考えるべきであ
(24)
ろう。上の下級審の事
例が、傷害結果が先行者から生じたか、後行者から発生したか不明な事案であっ
たのに対し、本件では、先行者と後行者の傷害が区別して認定できる事案であ
る。この違いが207条を登場させない理由となったと解すべきだろう。
(６）千葉勝美の補足意見について
すでにのべたように、傷害の場合に、下級審で承継的共同正犯が認められてき
た理由は、傷害結果が、先行者によるのか後行者によるのか、認定しにくい点に
(25)
ある。それは、傷害の認定が、暴行の部位や加療期間や態様により特定されてき
たからである。千葉意見によれば、認定が難しい場合であっても、加療期間不明
の傷害などという形で、なお傷害結果をできる限り認定しようとしている。これ
は、傷害の場合には、安易に承継的共同正犯を認める下級審判例への警鐘を含ん
でいると解されよう。言い換えれば、傷害罪の承継的共同正犯は、傷害を先行者
による傷害と後行者による傷害を区別して認定できないから、やむを得ず認めら
れてきた理論であり、区別して認定可能な場合には、この理論は使うべきでない
ので
(26)
ある。
(22) 前田雅英『刑法総論 第５版』（2011）498頁。
(23) 林幹人『刑法総論 第２版』（2008）382頁。
(24) この点、豊田兼彦「判批」法セミ697号（2013）133頁は、最高裁が承継を否定したの
は、207条による処理も否定する趣旨とする。
(25) 本決定を、認定の観点から他の犯罪類型と比較するのは、丸山嘉代「判批」警論66巻２
号（2013）151頁以下。
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また、千葉意見は、承継的共同正犯が認められる余地のある類型を強盗罪、詐
欺罪、恐喝罪と示している。もっとも、これは3つに限られるという趣旨ではな
いだろう。すでに下級審判例が、強盗罪については、被害者の反抗抑圧状態を、
後行者に承継させる判断をすることが多いことは述
(27)
べた。問題は、詐欺罪と恐喝
罪である。こちらの２つの犯罪については、錯誤や、畏怖状態に陥った状態から
後行関与者が関与した裁判例が存在しない。それゆえに、今後問題が生じた場合
に備えて、畏怖状態や錯誤状態の承継を認める余地を残したものと解される。
(７）おわりに
本決定は、傷害罪の場合に承継的共同正犯が否定される場合があることを示す
一事例であり、今後も、特に、他の犯罪類型での処理は、なお問題となることに
なる。
?追記>
本稿を校正中、宮崎万壽夫「承継的共犯論の新展開」青山法務研究論集７号
（2013）21頁以下に接した。
(26) 実務上、承継的共同正犯は、最初の時点での共謀の認定に失敗し、共謀の時点が遅く認
定された場合に問題となることが多い（臼井滋夫ほか編『刑法判例研究Ⅲ』（1981）253頁
〔鈴木義男〕、長島敦「承継的共同正犯」研修438号（1984）24頁）。
(27) 脚注（４）参照。
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